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公布された法令のあらまし 

財務規則の一部を改正する規則（規則第21号） 

１ 地方自治法施行規則の一部改正により、歳出予算に係る節の区分のうち賃金が削除されることに伴い、所

要の整備を行うこととした。 

２ 民法の一部改正により、債務の履行が不能である場合にあっては、債権者は、催告をすることなく、直ち

に契約を解除することができることとされるとともに、その債務の履行が不能であることについて、取引上

の社会通念等に照らし債務者の責めに帰することができない場合においては、債権者は、これによって生じ

た損害の賠償を請求することができないこととされること等に伴い、所要の整備を行うこととした。 

３ 国の債権について歳入徴収官等が履行延期の特約又は処分をする場合に付する延納利息の率が改められる

こと等を踏まえ、県の債権について、歳入管理者が履行延期の特約又は処分をする場合に付する延納利息の

率について所要の整備を行うこととした。 

４ 地方自治法の一部改正等に伴い、同法の引用条文を改める等所要の整備を行うこととした。 

規         則 

財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年３月31日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県規則第21号 

財務規則の一部を改正する規則 

財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号）の一部を次のように改正する。 

第55条第１項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第６号までを１号ずつ繰り上げ、同項第７

号中「常用的な」の右に「経費」を加え、同号を同項第６号とし、同項第８号を同項第７号とし、同項第９号

から第15号までを１号ずつ繰り上げる。 

第60条第２項中「、日々雇い入れられる者に対する賃金」を削る。 

第103条第１項第２号中「その責に帰すべき理由により」を削り、同項第３号中「第28条第３項」の右に「若

しくは第５項」を、「又は」の右に「同法」を加え、「第29条の２」を「第29条の２第１項」に改める。 

第103条の２第１項に次のただし書を加える。 

ただし、当該契約の解除が契約の相手方の責めに帰することができない理由によるものであるときは、こ

の限りでない。 

第169条第１項中「に規定する履行延期の」を「の規定による履行期限を延長する」に改め、「処分」の右に

「（以下この条において「履行延期の特約等」という。）」を加え、同条第２項中「前項の規定」を「履行延期の

特約等」に、「は５年以内でしなければ」を「をする場合には、５年以内において、その延長に係る履行期限を

定めなければ」に改め、同条第３項及び第４項中「第１項に規定する履行延期の特約又は処分」を「履行延期

の特約等」に改め、同条第５項中「年５パーセント」を「当初の履行期限（当初の履行期限後に履行延期の特

約等をする場合には、当該履行延期の特約等をする日）の翌日における国の債権の管理等に関する法律施行令

（昭和31年政令第337号）第29条第１項に規定する財務大臣の定める率によるもの」に改める。 

別表第２中 
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「 

４ 恩給及び退

職年金 

５ 賃金 

支出決定のとき 

 

支出決定のとき 

支出しようとする額 

 

支出しようとする額 

請求書 支出決定書 

 

支出決定書 雇入決定

書 出役証明書 

  

 」 

を 

「 

４ 恩給及び退

職年金 

支出決定のとき 支出しようとする額 請求書 支出決定書   

」 

に改め、同表区分の欄中６を５とし、７から23までを６から22までとする。 

様式第17号注意事項４中「第231条の３第９項」を「第231条の３第10項」に改める。 

様式第19号中「時効中断の措置」を「時効の中断、完成猶予又は更新の事由」に改める。 

様式第44号中「自己の責めに帰すべき理由により」を削り、「帰属するものとする」の右に「。ただし、自己

の責めに帰することができない理由により契約が解除されたときは、この限りでない」を加え、「額。ただし、」

を「額（」に改め、「おいては、」の右に「当該額から」を加え、「控除するものとする」を「控除した額）とす

る。ただし、自己の責めに帰することができない理由により契約が解除された場合は、納付を要しない」に改

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の財務規則（次項において「改正後の規則」という。）第55条第１項、第60条第２項

及び別表第２の規定は、令和２年度以降の年度の歳出予算について適用し、令和元年度以前の年度の歳出予

算については、なお従前の例による。 

３ 改正後の規則第103条第１項、第103条の２第１項及び様式第44号の規定は、この規則の施行の日以後に締

結する契約から適用し、同日前に締結した契約については、なお従前の例による。 
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